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業績概要（連結・個別） １ 

（単位：億円） 

連  結 個  別 連単倍率 

2014年度 2013年度 増 減 2014年度 2013年度 増 減 2014年度 2013年度 

売 上 高 21,820 20,388 1,431 19,516 18,331 1,184 1.12 倍 1.11 倍 

営 業 利 益 1,697 856 840 1,405 840 564 1.21 倍 1.02 倍 

経 常 利 益 1,166 390 775 892 386 505 1.31 倍 1.01 倍 

当 期 純 利 益 764 343 421 624 360 264 1.22 倍 0.95 倍 

■ 経常利益（個別）前年比の増減要因 （増加額 505億円） 

2014年度末 2013年度末 増 減 2014年度末 2013年度末 増 減 

自 己 資 本 比 率 14.6% 12.6% 2.0% 13.0% 11.4% 1.6% 

（単位：億円） 
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販売電力量の状況 ２ 

（単位：百万ｋＷｈ） 

販売電力量（月別）の推移 

（百万ｋＷｈ） 
区  分 

2014年度 
(A) 

2013年度 
(B) 

増 減 
(A)－(B) 

前年比 

(A)／(B) 

特
定
規
模
需
要
以
外 

電灯 24,266 24,815 ▲ 549 97.8% 

電力 3,745 3,784 ▲ 39 99.0% 

小計 28,011 28,599 ▲ 588 97.9% 

特 定 規 模 
需 要 

48,612 48,853 ▲ 241 99.5% 

合      計 76,623 77,452 ▲ 829 98.9% 

大 口 電 力 24,922 24,988 ▲ 66 99.7% 

【再掲】 
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大口電力の状況 

大口電力販売電力量の業種別対前年伸び率の推移 

３ 

（単位：％） 

大口電力販売電力量の業種別推移 

（）内は対前年同期増減 

（百万kWh） 

2014年度 

2013年度 

1Q 2Q 3Q 4Q 計 

食料品 3.4 1.4 3.7 3.1 2.8 

紙 

パルプ 
▲1.3 0.6 ▲2.3 ▲4.8 ▲1.9 

化 学 ▲0.3 ▲5.4 ▲3.5 7.5 ▲0.3 

窯 業 

土 石 
9.0 1.9 4.9 ▲0.1 3.8 

鉄 鋼 5.7 3.7 5.7 3.8 4.7 

非 鉄 ▲16.0 ▲7.4 5.9 9.3 ▲3.0 

機 械 ▲4.5 ▲3.1 1.2 2.0 ▲1.2 

その他 1.6 0.9 2.9 2.1 1.9 

合 計 ▲2.4 ▲1.6 2.6 3.4 0.5 

2014年度 

1Q 2Q 3Q 4Q 計 

2.8 0.3 0.0 0.7 0.9 

▲13.6 ▲15.5 7.4 2.3 ▲5.3 

▲ 2.7 11.7 11.2 ▲3.2 3.9 

1.7 3.4 ▲0.5 ▲1.7 0.7 

▲6.0 ▲10.4 ▲11.6 ▲14.0 ▲10.4 

5.3 6.3 3.8 3.5 4.7 

1.7 0.2 0.8 0.8 0.9 

1.5 0.0 ▲1.3 ▲1.3 ▲0.3 

0.3 0.2 ▲0.0 ▲1.5 ▲0.3 

（▲94） 

（▲104） 

（31） 

（15） 

（▲21） 

（▲17） 

（▲3）   

（3） 

6,274 
6,139 

（2）  

6,334 

その他 

機械 

紙・パルプ 

化学 

窯業・土石 
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非鉄 

食料品 
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 発受電電力量 ４ 

2014年度  

（Ａ） 

2013年度  

（Ｂ） 

増 減 

（Ａ）－（Ｂ） 

前年比 

（Ａ）／（Ｂ） 

自社発電 65,772 69,323 ▲ 3,551  94.9% 

水力 8,235 7,432 803  110.8% 

火力 56,599 61,014 ▲ 4,415 92.8% 

 

 

 

原子力 － － － － 

新エネ等 938 877 61 106.9% 

他社受電 24,831 23,941 890 103.7% 

融通（送電） ▲ 14,368 ▲ 15,771 1,403 91.1% 

融通（受電） 7,650 7,726 ▲ 76 99.0% 

揚水用 ▲ 56 ▲ 50 ▲ 6 113.9% 

  発 受 電 計 83,829 85,169 ▲ 1,340 98.4% 

（単位：百万ｋＷh） 



 主要諸元・収支影響額（個別） ５ 

2014年度  

（Ａ） 

2013年度  

（Ｂ） 

増 減 

（Ａ）－（Ｂ） 

主 

要 

諸 

元 

原油ＣＩＦ価格 （＄／ｂｂｌ） 90.4 110.0 ▲ 19.6 

為替レート （円／＄） 110 100 10 

出水率 （％） 103.3 105.5 ▲ 2.2 

原子力設備利用率 （％） － － － 

（単位：億円） 

2014年度  

（Ａ） 

2013年度  

（Ｂ） 

増 減 

（Ａ）－（Ｂ） 

収 
支 
影 
響 
額 

原油ＣＩＦ価格 （1＄／ｂｂｌ） 36 39 ▲ 3 

為替レート （1円／＄） 47 55 ▲ 8 

出水率 （1％） 11 10 1 

原子力設備利用率 （1％） 25 26 ▲ 1 



収支比較表（個別） ６ 

2014年度 
（Ａ） 

2013年度 
（Ｂ） 

増 減 
 

（Ａ）－（Ｂ） 

前年比 
 

（Ａ）／（Ｂ） 
増  減  内  容 

経 

常 

収 

益 

電灯料 6,276 6,001 274 104.6% 
料金改定，燃調による増など   
  

電力料 10,073 9,090 983 110.8% 

電灯電力料収入 16,349 15,091 1,257 108.3% 

地帯間販売電力料 2,033 2,226 ▲ 193 91.3% 原町火力補修停止による減など 

他社販売電力料 139 219 ▲ 80 63.4% 

その他 1,086 863 222 125.8% 再エネ交付金の増など 

（売上高）   ( 19,516 ）   ( 18,331 ）   （ 1,184 ） （ 106.5% ） 

合     計 19,608 18,402 1,206 106.6% 

経 

常 

費 

用 

人件費 1,222 1,359 ▲ 136 89.9% 退職給与金・給料手当の減など 

燃料費 5,747 5,982 ▲ 234 96.1% ＣＩＦ価格差など 

修繕費 1,586 1,181 404 134.3% 火力設備の増など 

減価償却費 2,035 2,299 ▲ 263 88.5% 火力設備の減など 

地帯間購入電力料 1,389 1,315 73  105.6% 

他社購入電力料 2,816 2,718 98 103.6% 

支払利息 533 457 75 116.6% 

公租公課 847 831 15 101.9% 

原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 93 77 15 120.6% 

その他 2,444 1,792 651 136.3% 再エネ納付金の増など 

合     計 18,716 18,015 700 103.9% 

（営業利益）   ( 1,405 )   (   840 ）   （ 564 ） （ 167.1%  ） 

経常利益 892 386 505 230.7%     

特別利益 196 249 ▲ 53 78.7%    受取保険金の減など 

当期純利益 624 360 264 173.3%  

（単位：億円） 



貸借対照表（個別） ７ 

2014年度末 

（Ａ） 

2013年度末 

（Ｂ） 

増 減 

（Ａ）－（Ｂ） 
増 減 内 容 

総 資 産 38,503 39,827 ▲ 1,324 

 

 

 

  

固 定 資 産 33,821 34,335 ▲ 513 

流 動 資 産 4,681 5,491 ▲ 810 
短期投資 

現金及び預金 

▲   505 

▲   373 

負 債 33,499 35,264 ▲ 1,765 

純 資 産 5,003 4,562 441 

有利子負債残高 25,293 27,195 ▲ 1,901 

社  債 

Ｃ  Ｐ 

借入金       

▲ 2,324 

▲    30 

       453 

（単位：億円） 



損益計算書・貸借対照表（連結） ８ 

2014年度 

（Ａ） 

2013年度 

（Ｂ） 

増 減 

（Ａ）－（Ｂ） 
増 減 内 容 

売上高（営業収益） 21,820 20,388 1,431 電気事業 1,168 ， その他事業 263   

営 業 費 用 20,123 19,532 590 電気事業 496 ， その他事業 94   

営 業 利 益 1,697 856 840 

経 常 利 益 1,166 390 775 

特 別 利 益 196 249 ▲     52 受取保険金の減など 

当 期 純 利 益 764 343 421 

2014年度末 

（Ａ） 

2013年度末 

（Ｂ） 

増 減 

（Ａ）－（Ｂ） 
増 減 内 容 

総 資 産 41,312 42,430 ▲ 1,118 

固 定 資 産 34,972 35,365 ▲    393 

流 動 資 産 6,339 7,064 ▲    724 現金及び預金 ▲318 

負 債 34,800 36,684 ▲ 1,884 

純 資 産 6,512 5,745 766 

有 利 子 負 債 残 高 25,619 27,639 ▲ 2,020 社債 ▲2,324 ， ＣＰ▲30 ，借入金 334 

（単位：億円） 

（単位：億円） 

損 益 計 算 書 

貸 借 対 照 表 



キャッシュ・フロー計算書（連結） ９ 

2014年度 

（Ａ） 

2013年度 

（Ｂ） 

増 減 

（Ａ）－（Ｂ） 
主 な 増 減 内 容 

営業活動ＣＦ 3,742 2,364 1,377 税金等調整前当期純利益    722       

投資活動ＣＦ ▲ 2,477 ▲ 2,475 ▲ 1 

財務活動ＣＦ ▲ 2,112 454 ▲ 2,567 

社債     ▲ 1,383  （発行増   100， 償還増▲1,483）  

借入金  ▲    810 （借入減▲2,647， 返済減1,836） 

ＣＰ       ▲    320 （発行増 780，  償還増▲1,100） 

期中増減 ▲ 848 344 ▲ 1,192 

ＦＣＦ ※ 1,792 318 1,473 

※ＦＣＦ（フリー・キャッシュ・フロー）＝（営業活動ＣＦ）＋（投資活動ＣＦ）－（利息及び配当金の受取額）－（利息の支払額） 

（単位：億円） 



セグメント情報（連結） １０ 

（単位：億円） 

2014年度 
（Ａ） 

2013年度 

 （Ｂ） 

増 減  

（Ａ）－（Ｂ） 

売 上 高 21,820 20,388 1,431 

電 気 
19,350 18,184 1,165 

19,322 18,154 1,168 

建 設 
2,868 2,422 446 

1,458 1,297 161 

ガ ス 
493 442 50 

425 375 49 

情報通信 
402 351 50 

214 201 12 

その他 
1,271 1,158 113 

400 359 40 

セグメント利益 
（営業利益） 1,697 856 840 

電 気 1,418 854 563 

建 設 136 ▲      55     192 

ガ ス 21 16 4 

情報通信 60 26 34 

その他 59 ▲      15     75 

2014年度 前年比増減 

売上高 営業利益 売上高 営業利益 

【電気事業】 

東星興業（株） 44 18 ▲   2 ▲ 2 

酒田共同火力発電（株） 369 ▲  0 ▲  1 0 

【建設業】 

（株）ユアテック 2,057 98 297 120 

東北発電工業（株） 600 24 117 53 

【ガス事業】 

日本海エル・エヌ・ジー（株） 167 6 5 2 

【情報通信事業】 

東北ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ通信（株） 255 58 23 19 

東北ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ･ｼｽﾃﾑｽﾞ（株） 169 7 44 20 

【その他】 

北日本電線（株） 295 1 60 21 

（単位：億円） 

※1 売上高の各セグメント下段は，外部顧客に対する売上高 

※1 

※2  連結消去前の金額 

【主な内訳】 ※2 



配当予想・業績見通し・主要諸元 １１ 

中 間 期 末 年 間 

 ２０１３年度  0 円 5 円 5 円 

 ２０１４年度  5 円 10 円 15 円 

 ２０１５年度（予想） － － － 

■配当の状況（１株当たり配当金） 

■２０１５年度 業績見通し 

連 結 個 別 

売  上  高 21,000 19,000 

営 業 利 益 － － 

経 常 利 益 － － 

当 期 純 利 益 － － 

■主要諸元 

項  目 通  期 

販売電力量（億kWh） 779程度 

原油ＣＩＦ価格（＄／bbl） 60程度 

為替レート（円／＄） 120程度 

（単位：億円） 



トピックス 



2013年度 
（実績） 

2014年度 
（推定実績） 

2015年度 2016年度 2024年度 
2013～2024年度 
年平均伸び率 

販売電力量 
（億kWh） 

７７５ 

（７７０） 

７６９ 

（７６８） 
７７９ ７８４ ８３４ 

０.７％ 

（０.７％） 

最大電力 
（万kW） 

１,２５０ 

（１,２５３） 

１,３１４ 

（１,２８６） 
１,２９６ １,３０７ １,３７２ 

０.９％ 

（０.８％） 

■電力需要 

２０１５年度供給計画届出の概要 １ 

 電力需要は，足元の需要動向に加え，今後の経済や東北地域の人口の見通し，東日本大震災からの 
   復興需要の動きなどを勘案し想定 

■供給力 
 供給力は，原子力発電所の再稼働を巡る状況などを踏まえ，これまで同様に「未定」 

（注１）（  ）内は気温補正後の値（実績における異常気温の影響を除いた値） 
（注２）最大電力は８月最大３日平均電力（送電端） 

■電源開発計画  
設備 地点名 出力（万kW） 着 工 運転開始 

水力 
津軽 ０.８５ ２０１０年８月 ２０１６年５月 

第二薮神 ０.４５ ２０１３年７月 ２０１６年３月 

火力 

新仙台 

３号系列 
９８ ２０１１年１１月 

２０１５年１２月（半量） 

２０１６年  ７月（半量） 

八戸５号 
３９.４⇒４１.６ 

燃料転換 
（軽油⇒ＬＮＧ） 

２０１３年１０月 ２０１５年７月 

能代３号 ６０ ２０１６年１月 ２０２０年６月 

上越１号 ５７.２ ２０１９年５月 ２０２３年６月 

粟島７～１０号 合計０.０９ ２０１４年９月 ２０１７～２０１９年度 

原子力 東通２号 １３８.５ 未定 未定 

新エネ 
(太陽光) 

石巻蛇田太陽光 ０.０３ ２０１５年４月 ２０１６年３月 



新地 

勿来 

酒田 

共同火力  

当社火力 

八戸 

能代 

秋田 

仙台 

原町 
新潟 

東新潟 

上越 

新仙台 

火力電源の競争力強化（１） ２ 

計画的に経年火力の代替を進め，競争力強化を図ることを目的として，２０１４年度に火力電源入札を 

   行い，石炭火力の能代火力発電所３号機，高効率コンバインドサイクル発電の上越火力発電所１号機 

   を自社落札した 

能代火力発電所３号機を増設 

■主な火力発電所と火力電源の開発計画 

■火力電源入札について 

【新仙台３号系列】 

 状況：建設中 

 出力：９８万kW 

 燃料：ＬＮＧ 
運転開始：２０１５年１２月（半量） 
       ２０１６年 ７月（半量）  

【八戸５号】 

 状況：燃料転換工事中 
 出力：４１．６万kW 

 燃料：LNG 
 運転開始：２０１５年７月 

【能代３号】 

 状況：未着工 

 出力：６０万kW 

 燃料：石炭 
 運転開始：２０２０年６月 

【上越１号】 

 状況：未着工 

 出力：５７．２万kW 
 燃料：ＬＮＧ 
 運転開始：２０２３年６月 



（１）新仙台火力発電所３号系列（９８万ｋＷ）新設 
 

 ・ ３－１号系列  出         力  : ４９万ｋＷ 
             運 転 開 始 ： ２０１５年１２月 
            （試運転開始 ： ２０１５年７月） 
 

 ・ ３－２号系列  出    力  ： ４９万ｋＷ 
             運 転 開 始 ： ２０１６年７月 
            （試運転開始 ： ２０１６年４月） 
 

 ・ 熱効率：６０％以上（低位発熱量基準）【世界最高水準】  
 ・ ＬＮＧ燃料タンク（１６万ｋｌ×２基）【当社初】 
 

                                                        

３ 

 

（２）八戸火力発電所５号機燃料転換 
 
    

 ・ 八戸５号  出   力   ： ４１．６万ｋＷ 
          運 転 開 始 ： ２０１５年７月 
          （試運転開始 ： ２０１５年３月） 

 

 ・ 高効率コンバインドサイクル発電設備化（２０１４年８月）後， 
   燃料転換（軽油 ⇒ ＬＮＧ）実施 
 

 ・ 熱効率 :  ４９％ ⇒ 約５５％（低位発熱量基準） 
 

 

 
 

火力電源の競争力強化（２） 

八戸火力発電所５号機の軽油からＬＮＧへの燃料転換工事や高効率コンバインドサイクル発電の新仙台 

 火力発電所３号系列の建設とあわせ，コスト競争力の強化と環境負荷の低減を図っていく 

■新規ＬＮＧ火力発電所の運転開始 

【外観写真】 

【完成イメージ図】 

 ３－１号発電設備 

 ３－２号発電設備 

 Ｎｏ．２ＬＮＧタンク  

 Ｎｏ．１ＬＮＧタンク 

 ＬＮＧ受入桟橋 



経営効率化の取組み ４ 

２０１４年度の効率化実績額は １,２４０億円となった。安全確保と安定供給を前提に，経営全般にわたって 

  構造的なコスト低減の取組みを加速させた結果，値上げ申請時に織り込んだ効率化計画に加え，査定分 

    も含めた効率化額１,１３９億円（２０１３～２０１５年度平均）を上回った 
 

２０１５年度においても，構造的なコスト低減に引き続き取り組んでいく 

■２０１４年度の効率化の状況 

費  目 
２０１４年度 

効率化実績 

【参考】料金値上げ申請時に 

織り込んだ効率化額 

２０１４年度 
原価算定期間 

（２０１３～２０１５年度）平均 

人件費 276 321 321 

燃料費・購入電力料 653 195 192 

設備投資関連費用 21 23 24 

修繕費 144 118 118 

その他経費 146 154 151 

合  計 1,240 811 806 

【参考】 

料金値上げ認可における査定額333億円（原価算定期間平均）との合計額 
1,139 

（単位：億円） 



コスト競争力強化（１） ５ 

■中長期的な燃料費低減に向けた取組み 

東アフリカ 

米国 

東アフリカ：モザンビーク 
・調達ソースの多様化 
・調達の柔軟性の追求 
・価格体系の多様化 

米国：キャメロン 
・調達ソースの多様化 
・調達の柔軟性の追求 
・価格体系の多様化 

北米炭 
・調達ソースの多様化 
・上流権益取得の追求 

オーストラリア：ウィートストーン 
・共同調達による交渉力発揮 
・調達の柔軟性の向上 

オーストラリア 

２０１３年１０月にオーストラリアウィートストーンＬＮＧプロジェクトから調達するＬＮＧに関して，調達の柔 

    軟性ならびに経済性の向上を目指し，東京電力および売主の間で共同調達に関する合意文書を締結 
    （２０１７年度供給開始） 
 

ＬＮＧ価格体系の多様化に向けて，当社として初めて米国天然ガス市場価格を価格指標とする米国キャ 
   メロンＬＮＧプロジェクトからの調達を行うこととし，２０１４年４月２４日に ダイヤモンドガス・インターナショ 
   ナル社（２０２２年度供給開始）と，２０１４年５月１９日に ＧＤＦスエズ社（２０１８年度供給開始予定）との 
   間で長期売買に係る基本合意書を締結 
 

この他，東アフリカのモザンビークＬＮＧプロジェクト，北米炭新規プロジェクトの導入，経済性に優れた 
   亜瀝青炭の受入拡大などについて，積極的に検討を進めている 



コスト競争力強化（２） ６ 

■資材・役務調達における調達改革の推進 

２０１３年７月に設置した「調達改革委員会」において外部有識者より助言をいただきながら，２０１５年
度の目標達成に向け，資材・役務調達※における調達価格の低減および競争発注の拡大に向けた取り
組みを進めている 
 

２０１４年度時点で，調達価格低減率は８％（調達価格３９１億円の低減），競争発注比率は２１．２％に
拡大した 
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(FY) ※資材・役務調達・・・物品購入，工事請負，委託 

「買い方」 

を変える 

「買うモノ」 

を変える 

「買う量」 

を変える 

■競争発注の拡大 

■発注の集約・均平化 

■外部との共同調達 

■海外サプライヤーの拡大 等 

■設計・仕様の見直し 等 

  （独自仕様や高スペック， 

   工事仕様や工程見直し 等） 

■設備維持メンテナンス基準の 

  見直し 

■業務水準の見直し 等 



原子力発電所の現在の状況 ７ 

■ 再稼働見通し 

   【女川】２０１６年４月以降の再稼働を目指して，各種安全対策工事等を進めている 

       ・２号機について新規制基準適合性審査申請を行い（２０１３年１２月），現在審査が進められている 

       ・３号機についても準備が整い次第，新規制基準適合性審査申請を行う予定 
 

   【東通】２０１６年３月の再稼働を目指して，各種安全対策工事等を進めている 

       ・１号機について新規制基準適合性審査申請を行い（２０１４年６月），現在審査が進められている 
 

■ 現在の取組み状況 （原子力発電所の安全性向上に向けて，主に以下の安全対策を実施していくこととしている） 

     

建込み中の鋼管杭 

（上杭部分） 

  ・直径：２．２ｍ 

  ・長さ：１３．５ｍ 

  ・重さ：約２４ｔ 

女川原子力の防潮堤かさ上げ工事の状況 

■構造 ： 鋼管式鉛直壁（約６８０m）およびセメント改良土による堤防（約１２０m） 
■高さ ： 海抜約２９m（既設防潮堤の高さ：海抜約１７ｍ） 
■長さ ： 約８００m 

鋼管杭を建込む 

ための作業構台 

主な安全対策 概        要 
工事完了予定時期 

女川 東通 

原子炉格納容器 
圧力逃がし装置 
（フィルタベント） 

原子炉格納容器内の圧力が上昇した際，格納容器内の気体をフィルタ装置を通して大気へ逃がすことにより， 
格納容器の破損を防止するとともに，環境への放射性物質の放出量を低減するための設備を設置 

２０１５年度中 ２０１６年３月 

防潮堤 
想定される最大の津波に対しても発電所敷地内への浸水を防ぐために，防潮堤を設置 
 想定津波高・・・女川：２３．１ｍ（高さ 海抜約２９ｍへかさ上げ工事中），東通：１０．１ｍ（高さ 海抜約１６ｍの防潮堤設置済） ２０１６年３月 

２０１３年５月 
設置済 

免震重要棟 大規模な原子力災害が発生した場合の現地対策本部となる指揮所機能を強化するための建屋を設置 ２０１６年８月 ２０１６年３月 

耐震工事 
想定される最大の地震の揺れ（基準地震動Ｓｓ）に対しても十分耐える裕度を確保するために，配管や電線管の 
サポート追加，部材強化等の工事を実施 
 基準地震動Ｓｓ・・・女川：５８０ガル⇒１，０００ガル， 東通：４５０ガル⇒６００ガル 

２０１５年度中 ２０１６年３月 

：原子炉格納容器からの気体の流れ 

原子炉格納容器圧力逃がし装置（フィルタベント） 

万が一の重大事故時に，粒子状放射性物質の放出
量を1/1,000以下に抑制 

大気放出 原子炉建屋 
原子炉圧力容器 

原子炉格納容器 
サプレッションチェンバ 

原子炉格納容器圧力逃がし装置 
（フィルタベント） 

イメージ図 

フィルタ装置 
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蓄電システム実証事業への取組み 参考１ 

 
 

 再生可能エネルギーが大量導入された場合に想定される周波数変動問題に対し，大型蓄電池を用いた 
   最適な制御技術を検証するための実証試験を開始 
 電力系統に出力２万ｋＷ規模の蓄電池を設置するのは，国内初の取組み 
 福島の復興に資する取組みとなるよう，福島県内に大容量の蓄電池を設置する計画 
 

事業名称 西仙台変電所周波数変動対策 
蓄電池システム実証事業 

南相馬変電所需給バランス改善 
蓄電池システム実証事業 

実証事業の 
目 的 

中央給電指令所から蓄電池の充放電の自動制御を行い，
これまで主に火力発電が担ってきた周波数調整機能と本
システムを組み合わせることによる周波数調整力の拡大
効果を検証 

電力系統に大容量の蓄電池を設置し，需要を上回る余剰
電力を蓄電池に充電し，需給バランスを改善することによ
る再生可能エネルギーの接続可能量の拡大効果を検証 

設備 
 
 

概要 

設置 
場所 

西仙台変電所 [宮城県仙台市太白区] 南相馬変電所 [福島県南相馬市小高区] 

実証 
設備 

リチウムイオン電池 

出力：２万ｋＷ（短時間出力４万ｋＷ） 

容量：２万ｋＷｈ 

リチウムイオン電池 

出力：４万ｋＷ程度 

容量：４万ｋＷｈ程度 

運転 
開始 

２０１５年２月２０日 

（２０１７年度まで実証事業を行う） 
２０１６年２月末予定 

事業 
ｲﾒｰｼ ゙

■実証事業の概要 



今後も増加が 
見込まれる 

年度末で 
急増 

年度末で 
急増 

設 

備 

認 

定 

量 

 
太陽光 
（再掲） 

1,178 

 
風力 

（再掲） 

87 

再エネ連系申込みへの対応について 

当社管内の太陽光・風力発電設備の連系状況および今後の連系予定量（2015年３月末時点） 

当社管内における再生可能エネルギー設備認定量の推移 

  

連系済 
（A） 

旧ルールでの 
連系予定(B) 

新ルールでの 
連系予定(C) 

(A)＋(B)＋(C) 

[件] [万kW] [件] [万kW] [件] [万kW] [件] [万kW] 

太陽光 142,358 152.9 1,596 452.4 627 102.5 144,581 707.8 

  
連系済（A） 連系予定(B) (A)＋(B) 

[件] [万kW] [件] [万kW] [件] [万kW] 

風 力 113 66.0 106 110.6 219 176.6 

※端数処理の関係で各計が合わない場合がある 

［万kW］ 
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再エネ連系申込みへの対応について 

発電種別 連系区分 
２０１４年９月３０日までに 
申込受付（回答保留対象外） 

２０１４年１０月１日以降に 
申込受付 

新ルールに係る省令施行（２０１５
年１月２６日）以降に申込受付 

太陽光 

１０kW 
以上 

特別高圧 
高   圧 

旧ルールによる受入 
・５００kW以上で出力制御あり 
（年間３０日までは無補償） 

新ルールによる回答再開 
・出力制御あり 
（指定電気事業者制度にもとづき，年間３６０時
間を超えてもなお無補償） 

新ルールによる受入 
・出力制御あり 
（指定電気事業者制度にもとづき，年間３６０時間
を超えてもなお無補償） 

低   圧 旧ルールによる受入 
・出力制御なし 

１０kW未満 

旧ルールによる受入 
・出力制御なし 

■３月３１日まで 旧ルールによる受入 
・出力制御なし 
 

■４月１日以降 新ルールによる受入 
・出力制御あり 
（ただし，１０kW以上（主に非住宅）から先に出力制
御を行うなど優先的な取扱あり） 

水力 
地熱 

特別高圧 
高   圧 
低   圧 

旧ルールによる受入 
・出力制御なし 

 

新ルールによる受入 
・出力制御なし 
 

バイオマス 
特別高圧 
高   圧 
低   圧 

２０１５年１月２５日時点で連系承諾に至っていない案件は，新旧いずれの 
ルールが適用されるかを選択できる 
・新・旧ルールとも出力制御あり 

新ルールによる受入 
・出力制御あり 
（地域型バイオマスについて，燃料貯蔵の困難性，
技術的制約等により，出力制御が困難な場合は出
力制御の対象外） 

風力※ 

２０kW
以上 

特別高圧 
高   圧 

当社の受付可能量（風力）である２００万kWに達するまでは旧ルールによる受入 
・５００kW以上で出力制御あり（年間３０日までは無補償） 

当社の受付可能量（風力）である２００万
kWに達するまでは新ルールによる受入 
・出力制御あり 
（年間７２０時間までは無補償） 低   圧 当社の受付可能量（風力）である２００万kWに達するまでは旧ルールによる受入 

・出力制御なし 

２０kW未満 当社の受付可能量（風力）である２００万kWに達するまでは旧ルールによる受入 
・出力制御なし 

当分の間，旧ルールによる受入 
・出力制御なし 

再エネ発電設備の系統連系申込日に応じた 新たな出力制御ルール（新ルール）適用の考え方 

※風力について，現時点では，当社系統への風力連系量が当社の風力受付可能量（２００万kW）に達していないため，上記のとおりとさせていただくが， 
  風力受付可能量に達した場合の取扱いについては，別途協議をさせていただく 
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燃料消費量実績 

■燃料消費量                                    
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2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 

石炭（万ｔ） 730 331 438 890 771 

重原油（万ｋｌ） 57 186 188 132 120 

ＬＮＧ（万ｔ） 279 489 466 428 408 0
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東通原子力発電所敷地内断層に関する状況 

 ２０１５年３月２５日，「東通原子力発電所敷地内破砕帯の調査に関する有識者会合」（以下，「有識者会合」という。）は， 「東通
原子力発電所の敷地内破砕帯の評価について」（以下，「評価書」という。）をとりまとめ，原子力規制委員会に報告を行った 
 

 評価書では，F－３断層やF－９断層自体の活動性について具体的な根拠は示さずに，「岩盤劣化部の体積膨張での説明は難し
い」ことをもって，「将来活動する可能性のある断層等」に該当すると評価された。重要施設直下のｆ－１断層は，断層上部の小断
裂の成因で意見が分かれて判断できないとされ，原子炉建屋直下のｆ－２断層は，既存データでは断層活動を示す変位は認め
られない旨，補足されているものの，評価は記載されなかった 

 

 当社は，これまでの調査から得られた膨大なデータから，敷地内断層について少なくとも第四紀後期更新世以降の活動性はなく，
第四系の変状は断層活動に伴う構造的なものではないと判断している 

 

 今後，東通原子力発電所の敷地内断層については，新規制基準適合性審査の中で審査されることとなるが，総合的かつ合理
的な評価をいただけるよう，調査データ等に基づき説明を尽くしていく 

東通原子力発電所の敷地内断層の位置と追加地質調査位置および有識者会合での論点（①～④） 
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東通原子力発電所敷地内断層に関する状況 

■ 東通原子力発電所敷地内断層に係る評価書の評価と当社意見，社外専門家の見解の例 

論点 ①「第四系の変状」の成因 について ②敷地に見られる地形の高まりの成因について   

評
価
書
の
評
価 

■「第四系の変状」の全てが構造的な変位でないとする東北電力の主張
には，十分なデータが示されていない。 
 

■「第四系の変状」は構造的とは考えられず，何らかの原因による体積膨
張を考える必要がある。 

 変位をもたらす断層あるいは何らかの構造が地下に存在していることを
否定できる十分な情報がないことから，敷地内に認められる地形の高まり
の主な成因が，岩盤劣化部の体積膨張として説明できるものではない。 

当
社
意
見 

 トレンチ壁面観察から，敷地内で岩盤劣化部の体積膨張が生じているこ
とは明白。体積膨張によって第四系の変状の多くの現象を説明できるにも
関わらず，評価書では粘土鉱物や岩盤の風化・劣化状況などの細部の議
論に終始しており，その一部に疑問が残ることを理由に体積膨張による成
因を否定している。データを重視して判断するという客観性に欠けている。 

 地中レーダー探査結果から，地形の高まりに見られる多数のたわみの
分布状況がランダムで，断層との関連がないことを示しているが，これに
対して議論がなされておらず，合理的な判断となっていない。 

社
外
専
門
家 

の
見
解 

 “活断層か否か”の問題も露頭での構造観察から（活断層ではないと）す
でに決着がついているのであるが，その理由が明確になっていないという
理由で論争が続いている。体積膨張が実際に生じ，それによって第四系
の変状が生じたことは，岩盤の中の断層の構造，岩石の密度と化学組成
によっても支持されている。 
（第11回評価会合 参考資料2-3：千木良先生見解書） 

 地中レーダー探査によるたわみの状況は，第四系の変状の方向がラン
ダムに近い分布を示す（テクトニックな成因でない）ことを支持する。 
（第11回評価会合 参考資料2-4：遠田先生見解書） 

説
明
図
等 

  

F-9断層周辺の地質の鳥瞰図 

F-9断層 

地形の高まりに見られる多
数の撓みの分布はランダム
であり，断層と関連はない 

両論にわかれた 

岩盤の劣化度に応じて体

積膨張比を設定した数値

シミュレーションにより，小

断層に沿って岩盤が膨

張・変形して，第四系に変

状が発生する様子を再現 

第四系 

岩盤劣化部の膨張現象の数値解析 

 評価書では，論点①～③の評価を総括して，敷地内の主要断層であるＦ－３断層，Ｆ－９断層について「将来活動する可能性のある 
    断層等に該当する」旨の結論となったが，根拠が具体的ではない状況に変わりはない 
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東通原子力発電所敷地内断層に関する状況 

■ 東通原子力発電所敷地内断層に係る評価書の評価と当社意見，社外専門家の見解の例 

論点 ③敷地内の断層で見られる横ずれ成分について ④原子炉建屋付近の断層の活動性について 

評
価
書
の
評
価 

 Ｆ－３断層に伴う第四系の変状は，横ずれを主体とする断層ではないと
しても，有意な左横ずれ成分があり，岩盤劣化部の体積膨張による変位
では説明が難しい。 

■ｆ－１断層 
 ・ｆ－１断層の上部の小断裂が，構造性の可能性あり 
 ・小断裂は，構造性のものではない 
 ・小断裂の成因を検討する十分なデータが得られていない 
 

■ｆ－２断層 
 ・評価の記載なし 

当
社
意
見 

 トレンチでの壁面の観察，水平掘削面調査および模型実験などのデー
タから，Ｆ－３断層には系統的な左横ずれはなく，第四系の変状は非構造
的なものであり，体積膨張の説明は合理的。 

 第四系に見られる小断裂（割れ目）は，ずれの量が下方に向かって小さく
なり消滅し，ｆ－１断層の動きや方向とも一致していない。 
 数値解析でも，小断裂の成因は体積膨張によるものであり，断層活動で
は起こりえない。 

社
外
専
門
家 

の
見
解 

 Ｆ－３断層のずれは断層に沿う岩盤の突き出しであり，変位はＦ－３断
層から幅５ｍ程度で消滅しており，蒲野沢層凝灰岩の膨張によるもの。 
（第11回評価会合 参考資料2-3：千木良先生見解書） 
 

 厚さ約１ｍ以内の積み重なる地層の中で，下位の地層に断層変位があり，
そのずれが中間の地層に何ら変形を与えずに上の層をずらす，ということ
は地質学的には考えられない。 
（第11回評価会合 参考資料2-3：千木良先生見解書） 

説
明
図
等 

  
砂礫層の上に小断裂，

下にf-1断層があるが，

中間の砂礫層には乱れ

や亀裂がない 

f-1断層と小断裂の動き
の方向は逆 

岩盤の上に段差がない 

f-1断層上部スケッチ 

小断裂 

f-1断層 

小断裂の変位は下位で
消滅する 

小断裂の成因で意見が分かれ，評価の判断はできなかった 

青：正断層 
赤：逆断層 

X線CTを用いた斜めずれ断層模型実験 

トレンチにおけるＦ－３断層近傍
の小断裂群の特徴は，上記の斜
めずれ断層模型実験で観察され
た断層群の特徴と大きく異なる 

青：正断層 
赤：逆断層 

水平掘削面スケッチ 

上昇側 

CT画像 

 論点④については，ｆ－１断層（重要施設直下）は「断層上部の小断裂の成因で意見が分かれて判断できない」とされ，ｆ－２断層 
 （原子炉建屋直下）は，既存データでは断層活動を示す変位は認められない旨，補足されているものの，評価は記載されなかった 
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 当資料は，東北電力の評価を行うための参考となる情報提供のみを目的としたものです。当資料に掲載  

されております予測数字等は，東北電力の将来に関する見通し及び計画に基づく将来予測であります。 

 従って，これらの業績見通しのみに全面的に依拠する事はお控えくださいますようお願いいたします。 

 これらの将来予測には，既知・未知のリスクや不確定な要素などの要因が含まれており，その要因によって

東北電力の実際の成果や業績，実績などは，記載の見通しとは大きく異なることが有り得ます。 

 東北電力では，投資の結果等に対する責任は負いかねますのでご了承ください。 

お問い合わせ： 東北電力株式会社 経理部 ＩＲグループ 


